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2023年 12月７日 

住友生命保険相互会社 

スミセイ「子育て支援・仕事と育児の両立に関するアンケート」

～少子化の主因は経済的不安、国や企業に求められる支援とは～ 

住友生命保険相互会社（取締役 代表執行役社長 高田 幸徳）は、少子化の要因や、国や

企業等の子育て支援の取組みに関するアンケートを実施しました。 

「こども未来戦略方針」が６月に決定し、今後の施策の実施状況や企業等における仕事と

育児の両立支援への取組みに注目が集まっています。 

◆調査結果の概要（詳細は別紙参照） 

〇家庭の子どもの人数は、平均 1.8人で「理想」の 2.4人に及ばず。「理想」に届か

ない理由の約４割が「現在の収入では育てることができない」（３～４ページ） 

家庭の子どもの人数平均は、「現実」（1.8 人）が「理想」（2.4 人）を下回った。

その理由の１位は「現在の収入では育てることができない」（37.8％）、２位は「物

価高により生活に不安を抱いている」（17.7％）で経済的な要因が並び、少子化の主

因になっていることがうかがえる。 

〇仕事と育児の両立支援、独自の取組みがない企業は３割超。2023年、男性の育児

休業取得率および取得日数平均が過去最高に（５～８ページ） 

仕事と育児の両立支援について、独自の取組みがない企業は３割超（31.2％）に

のぼった。一方、取り組んでいる企業では、休暇や柔軟な勤務体制等の整備が進む。 

職場で機能している・活用されている制度の１位は「育児休業」だったが、その

活用度は 22.1％と低い。男性の取得率は 2021年（55.0％）に前年から大幅にアップ

し、2023年には取得率が 65.9％、取得日数平均が 36.7日まで増加している。 

職場での仕事と育児の両立が“可能”との回答は 64.7％だった。 

〇「こども未来戦略方針」への関心度は約６割。少子化対策としての有効性はすべ

ての取組みで４割未満との回答（９～10 ページ） 

関心が“ある”は 61.6％で「活用したい制度」の上位には経済的支援が並ん

だ。少子化対策としての有効性についてはいずれも４割未満と期待は薄く、少子化

傾向の反転には子育て世帯の経済的不安をなくす所得向上の実現等が最大の課題と

考えられる。 

〇家事・育児の負担割合、男性が思っている以上に「妻」の負担は重い（11ページ） 

家庭における家事・育児の負担割合は、男性回答の平均が「夫 4.0：妻 6.0」であ

るのに対し、女性回答の平均は「夫 2.6：妻 7.4」で、男女の認識に差が生じた。 
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【 調査概要 】 

 

１．調査期間 ：2023年 10月５日～10月 12日 

２．調査方法 ：インターネット応募による選択方式および自由記入方式 

３．調査対象 ：1,000人（全国の 20代～60代・会社員（正規雇用の会社員・公務員）・

既婚・18歳以下の子どもがいる男女） 

 

  

調査対象者の内訳（人） 

 

 

 

【 目次 】 

 

１．子どもの人数の「理想」と「現実」、「理想」に届かない要因は ３～４ページ 

  

 ２．仕事と育児の両立について 

ａ．職場に求める両立支援制度と職場にある両立支援制度 ５ページ 

ｂ．職場で機能している・活用されている両立支援制度  ６ページ 

ｃ．育児休業取得状況（男女別）    ７ページ 

ｄ．職場における仕事と育児の両立への理解度   ８ページ 

ｅ．仕事と育児の両立の可否     ８ページ 

 

 ３．「こども未来戦略方針」への関心・期待   ９～10ページ 

  

４．家庭における家事・育児の負担割合    11 ページ 

 

 20 代 30代 40代 50代 60代 全体 

男性 100 100 100 100 100 500 

女性 100 100 100 174 26 500 

合計 200 200 200 274 126 1,000 

別紙 
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【 調査結果 】 

 

１．家庭の子どもの人数の「理想」と「現実」、「理想」に届かない要因は 

 

家庭の子どもの人数の「理想」と「現実」を比較すると、「理想」の平均が 2.4

人であるのに対し「現実」は 1.8人と、「現実」が「理想」を下回る結果になりま

した。また、「現実」が「理想」に満たない「現実＜理想」は４割（43.6％）を超

えています。 

「現実＜理想」の回答者のうち、「将来的にはほしいと思っている」（32.6％）を

除く 67.4％が「理想」の子どもの人数に達しない見込みです。その理由の１位は

「現在の収入では「理想」の人数を育てることができない」（37.8％）、２位は「物

価高により生活に不安を抱いている」（17.7％）と経済的な要因が並び、少子化の

主因になっていることがうかがえます。年代別では、30代・40代の数値が高くな

りました。なお、職場における仕事と育児の両立支援に関する項目は、いずれも

10％未満でした（「両立支援制度（ハード面）が不足」（9.9％）、「周りの理解（ソ

フト面）が不足」（7.1％））。 

 

◆あなたは何人のお子さまがいらっしゃいますか。また、望む子どもの人数は何人ですか。 

  

（人）

現実 理想

子どもの人数平均 1.8 ＜ 2.4

(%)

(n) 現実＞理想 現実＝理想 現実＜理想

全体 1,000 4.5 51.9 43.6

男性 500 5.2 55.6 39.2

女性 500 3.8 48.2 48.0

20代 200 4.0 29.5 66.5

30代 200 2.5 50.5 47.0

40代 200 5.0 60.5 34.5

50代 274 5.1 57.7 37.2

60代 126 6.3 63.5 30.2

(n) (%)

現実 1,000

理想 1,000

1.0

41.3 

13.9 

42.0 

49.6 

12.8

28.3 

2.7

4.2

1.2 

3.0 

0人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上
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◆「理想」より「現実」のお子さまの人数が少ない理由を教えてください。（複数回答可） 

＊お子さまの人数が「現実＜理想」の方を対象 

  

「理想」の子どもの人数に達しない見込み：67.4％ 
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収
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全　体 436 37.8 17.7 14.4 13.5 9.9 7.1 6.4 6.4 5.0 12.8 32.6

男性 196 38.3 15.3 10.2 15.8 6.6 6.6 7.1 5.1 4.6 9.7 29.1

女性 240 37.5 19.6 17.9 11.7 12.5 7.5 5.8 7.5 5.4 15.4 35.4

20代 133 32.3 18.8 12.0 9.8 6.8 8.3 8.3 6.8 6.0 3.0 58.6

30代 94 40.4 25.5 12.8 13.8 11.7 5.3 8.5 6.4 3.2 2.1 48.9

40代 69 47.8 20.3 18.8 14.5 10.1 5.8 4.3 8.7 8.7 17.4 11.6

50代 102 35.3 7.8 14.7 18.6 11.8 9.8 2.9 6.9 3.9 28.4 8.8

60代 38 39.5 15.8 18.4 10.5 10.5 2.6 7.9 0.0 2.6 23.7 2.6

性
別

年
代

37.8

17.7

14.4 13.5

9.9
7.1

6.4 6.4
5.0

12.8

32.6

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%
全 体

経済的要因 

職場における 

仕事と育児の両立支援 
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２．仕事と育児の両立について 
 

ａ．職場に求める両立支援制度と職場にある両立支援制度（企業に義務化されている制度は除く） 

職場に求める制度は、「子育てに関する経済的支援」（32.8％）が最多で、以下は

柔軟な勤務体制に関する項目が２割超で並んでいます。 

一方、職場にある制度では、独自の取組みが見られない「特になし」が 31.2％に

のぼりました。実施されているものは「年次有給休暇の半日・時間単位の取得」

（27.5％）、「テレワーク」（20.8％）、「柔軟な労働時間」（17.5％）が上位となり、

従業員が求める柔軟な勤務体制の整備が進んでいます。しかし、最もニーズが高か

った「子育てに関する経済的支援」（32.8％）は 7.8％のみでした。また、３位に入

った「男性育児休業取得の推進」（19.6％）は、2023年４月の大企業を対象にした

男性育休取得状況公表の義務化により、今後も加速していくと予想されます。 

 

◆あなたが職場に必要だと思う制度と職場にある制度を教えてください。（複数回答可） 

＊企業に義務化されている制度は対象外 

 

  32.8 

29.0 

27.0 

26.3 

24.0 

23.5 

23.0 

19.7 

16.5 

14.6 

14.6 

14.3 

13.9 

12.7 

11.4 

10.8 

10.8 

24.1 

7.8 

12.4 

17.5 

20.8 

7.7 

27.5 

10.8 

19.6 

9.6 

4.9 

6.4 

9.8 

4.7 

10.1 

7.1 

4.6 

5.8 

6.0 

31.2 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

子育てに関する経済的支援

育児に使える多様な休暇制度

柔軟な労働時間

（労働時間の変更やフレックス、裁量労働制）

テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィス等）

選択的週休３日制

年次有給休暇の半日・時間単位の取得

法を上回る育児休暇

男性育児休業取得の推進

転勤についての配慮

両立支援に関する経営層の理解促進

両立支援に関する社内の理解促進

復職前・復職後のフォローや面談

企業内託児所・保育所の設置

再雇用制度

法を上回る看護休暇

従業員への両立支援制度に関する情報発信・周知

休業中の会社や業務に関する情報提供

わからない

特になし

職場に求める制度

職場にある制度

（n=1,000） 

※当調査において「特になし」は

「職場に求める制度」の 

選択項目に含んでいない 
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22.1 

20.4 

16.5 

14.0 

12.2 

10.2 

8.9 

8.7 

8.4 

7.4 

6.8 

5.6 

5.4 

5.1 

4.7 

4.3 

3.9 

2.1 

2.0 

2.0 

1.9 

1.7 

1.6 

1.6 

1.5 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

育児休業

年次有給休暇の半日・時間単位の取得

短時間勤務等の措置

テレワーク（在宅勤務、サテライトオフィス等）

子の看護休暇

柔軟な労働時間（労働時間の変更やフレックス、裁量労働制）

産後パパ育休

男性育児休業取得の推進

パパ・ママ育休プラス

所定外労働の制限、時間外労働・深夜業の制限

育児休業等に関するハラスメント防止措置

法を上回る育児休暇

不利益取り扱いの禁止

再雇用制度

育児に使える多様な休暇制度

復職前・復職後のフォローや面談

転勤についての配慮

両立支援に関する経営層の理解促進

子育てに関する経済的支援

両立支援に関する社内の理解促進

選択的週休３日制

法を上回る看護休暇

企業内託児所・保育所の設置

休業中の会社や業務に関する情報提供

従業員への両立支援制度に関する情報発信・周知

ｂ．職場で機能している・活用されている両立支援制度（企業に義務化されている制度も含む） 

１位は「育児休業」でしたが活用度は 22.1％と低く、制度はあるものの、従業員が積

極的に活用しない、または希望どおりには取得できない環境にあることがうかがえま

す。 

また、男性育休に関する項目（「産後パパ育休」（8.9％）、「男性育児休業取得の推進」

（8.7％）、「パパ・ママ育休プラス」（8.4％））は１割未満でしたが、国が男性の育児休

業について目標（2030年には 85％取得）を掲げて施策を進めているため、今後の向上が

期待されます。 

 

◆あなたの職場で機能している・活用されていると思う制度をお選びください。（複数回答可） 

＊斜線の項目  ：企業に義務化されている制度 

 

  
（n=1,000） 

男
性
育
休
に
関
す
る
項
目 
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0.8 1.7 9.5 3.2 13.3 7.8 5.5 9.5 29.0 
36.7 

68.0 
88.7 

118.6 
175.9 

138.9 

204.3 

233.3 

227.1 

281.4 

236.8 

0日

50日

100日

150日

200日

250日

300日

350日

取得日数平均（男女別）

男性 女性

12.7 11.8 13.3 
9.8 

33.3 35.9 34.3 55.0 53.5 

65.9 
40.0 

47.3 

57.1 

70.8 71.2 

81.6 
85.7 91.2 

94.5 
86.5 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

取得率推移（男女別）

男性 女性

ｃ．育児休業取得状況（男女別） 

男性の取得率は 2021年に前年比 20.7pt増で５割（55.0％）を超え、2022年には取得

日数平均が 29.0日と大幅に増加し、2023年には取得率が 65.9％、取得日数平均が 36.7

日と過去最高になりました。その背景として、2022年 4月から段階的に施行されてき

た育児・介護休業法の改正（育児休業制度の個別周知・意向確認の義務化、産後パ

パ育休の創設・育児休業の分割取得、大企業に対する育児休業取得状況公表の義務

化等）の影響が考えられます。なお、男性の上昇に反し、2023年は女性の取得率およ

び取得日数平均はいずれも減少しました。 

 

◆あなたの育児休業取得日数と取得した年（休業開始年）を教えてください。 

＊取得日数平均は未取得者含み算出、未取得者の休業開始年はお子さまの生まれ年 

 

 
（n=各 500） 

20.7ptアップ 

8.0pt ダウン 

（n=各 500） 

19.5 日アップ 

44.6 日ダウン 
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(n) (%)

経営者 873

上司 876

部下 823

同僚 874

22.0

24.2

22.1

24.6

43.6

45.9

49.0

50.3

19.4

18.8

18.8

16.5

15.0

11.1

10.1

8.6

ある

どちらかと言えばある

どちらかと言えばない

ない

(n) (%)

全　体 1,000

男性 500

女性 500

20代 200

30代 200

40代 200

50代 274

60代 126

性
別

年
代

19.7

15.0

24.4

21.5

23.0

14.5

19.3

20.6

45.0

42.0

48.0

44.0

42.5

44.0

49.3

42.9

19.3

21.8

16.8

21.0

19.5

20.5

17.2

19.0

16.0

21.2

10.8

13.5

15.0

21.0

14.2

17.5

可能

どちらかと言えば可能

どちらかと言えば不可能

不可能

ｄ．職場における仕事と育児の両立への理解度 

いずれの立場においても理解が“ない”（「ない」と「どちらかと言えばない」の計）

が 25％以上で、特に経営者については“ない”が 34.4％と最も高い数値になりまし

た。上司の“ない”も約３割（29.9％）で、支援制度の整備が進まない、制度があって

も活用できないなど、仕事と育児の両立の壁になっている可能性があります。 

 

◆あなたの職場における、”人”の面での両立支援の理解度についてお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

   

 

ｅ．仕事と育児の両立の可否 

両立が“可能”（「可能」（19.7％）と「どちらかと言えば可能」（45.0％）の計）は

64.7％にとどまり、年代別では 40代が 58.5％で最も低くなりました。男女別では、男

性 57.0％、女性 72.4％で 15.4ptの差が生じており、男性も両立支援制度を積極的に活

用できる職場環境の整備が求められています。 

 

◆あなたの職場は、仕事と育児の両立が可能と思いますか。 

  

理解がある 理解がない 

可能：64.7％ 
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(n) (%)

全　体 1,000

男性 500

女性 500

20代 200

30代 200

40代 200

50代 274

60代 126

性
別

年
代

21.3

19.4

23.2

29.0

26.0

19.0

15.3

18.3

40.3

36.8

43.8

33.0

48.0

38.5

44.5

33.3

24.5

26.6

22.4

22.5

14.5

29.0

27.8

29.4

13.9

17.2

10.6

15.5

11.5

13.5

12.4

19.0

ある

どちらかと言えばある

どちらかと言えばない

ない

３．「こども未来戦略方針」への関心・期待 

 

関心が“ある”（「ある」（21.3％）と「どちらかと言えばある」（40.3％）の計）

は 61.6％にとどまりました。関心が“ある”は、男性が 56.2％であるのに対し女

性は 67.0％と 10pt以上の差が生じており、年代別では 30代（74.0％）が最も高

くなりました。 

「活用したい制度」の最多は「児童手当の拡充」（46.4％）で、以下は「医療費

などの負担軽減」（38.1％）、「出産等の経済的負担の軽減」（23.8％）、「高等教育費

の負担軽減」（21.6％）と、経済的支援が並びました。 

「少子化対策として有効なもの」もほぼ同様の順位となりましたが、いずれも４

割未満と低くなっています。前出の調査※より、収入の不足が少子化の主因である

と考えられることから、少子化に歯止めをかけるためには経済的支援だけではな

く、子育て世帯の経済的不安をなくす所得向上の実現等が最大の課題になっている

と考えられます。 

 

 

◆「こども未来戦略方針」への関心度についてお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

  

 
※ 子どもの人数が「理想」に届かない要因の１位は「現在の収入では育てることができない」(p.4） 

関心が“ある”：61.6％ 
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◆「こども未来戦略方針」の取組みのうち、あなたが活用したいものと、 

少子化対策として有効だと思うものを選択してください。（３つまで選択可） 

  

(n)

児
童
手

当
の
拡
充

医
療
費

な
ど
の
負
担
軽
減

出
産
等

の
経
済
的
負
担
の

軽
減

高
等
教

育
費
の
負
担
軽
減

「

年
収

の
壁
」

へ
の
対
応

多
様
な

働
き
方
と

　
子
育

て
の
両
立
支
援

育
児
期

を
通
じ
た

　
柔
軟

な
働
き
方
の
推
進

男
性
育

休
の
取
得
促
進

子
育
て

世
帯
に
対
す
る

　
住
宅

支
援
の
強
化

幼
児
教

育
・
保
育
の
質
の

向
上

個
人
の

主
体
的
な

　
リ
・

ス
キ
リ
ン
グ
へ
の

直
接
支
援

全
て
の

子
育
て
家
庭
を
対

象
と
し
た

　
保
育

の
拡
充

「

小
１

の
壁
」

打
破
に
向

け
た

　
量
・

質
の
拡
充

妊
娠
期

か
ら
の

　
切
れ

目
な
い
支
援
の
拡

充

そ
の
他

活用したいもの 1,000 46.4 38.1 23.8 21.6 14.5 14.1 8.0 7.3 6.5 5.5 5.3 5.0 4.6 4.0 1.2

少子化対策として
有効だと思うもの

1,000 38.1 27.1 22.5 16.3 10.8 14.0 7.7 6.9 5.7 5.2 4.5 6.1 5.3 4.4 2.6

46.4

38.1

23.8

21.6

14.5 14.1

8.0 7.3 6.5 5.5 5.3 5.0 4.6 4.0

1.2

38.1 

27.1 

22.5 

16.3 

10.8 

14.0 

7.7 6.9 
5.7 5.2 4.5 

6.1 5.3 4.4 
2.6 

0%

10%

20%

30%

40%

50%
活用したいもの

少子化対策として有効だと思うもの



 11 

４．家庭における家事・育児の負担割合 

 

家庭における家事・育児の負担割合について聞いたところ、男性は「理想」（夫

4.5：妻 5.5）と「現実」（夫 4.0：妻 6.0）に大きな差は生じませんでしたが、女性

は「理想」（夫 4.4:妻 5.6）より「現実」（夫 2.6：妻 7.4）の妻の負担が重くなり

ました。また、「現実」の割合については、男女の認識に差が生じています。 

 

 

◆パートナーとの家事・育児の負担割合はいかがですか。 

また、あなたが仕事と育児を両立するために理想とする比率もお答えください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

理想 夫 妻 

男性 4.5 5.5 

女性 4.4 5.6 

現実 夫 妻 

男性 4.0 6.0 

女性 2.6 7.4 

女性の妻の負担割合平均 

「理想」が「5.6」で「現実」は「7.4」 

「現実」の夫の負担割合平均 

男性が「4.0」で女性が「2.6」 


